
都市計画法第３４条第４号(農業用施設及び農水産物の処理等の施設)の運用基準 

 

（趣旨） 

第１条 この基準は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）

第３４条第４号及び都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「令」とい

う。）第３６条第１項第３号イの規定に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （対象区域） 

第２条 次に掲げる土地の区域を含まないものとする。 

  ⑴ 土砂災害計画区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律(平成１２年 

法律第５７号)第９条第１項の規定により指定された土砂災害特別警戒区域 

⑵ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律(昭和４４年法律第５７号)第３ 

  条第１項の規定により指定された急傾斜地崩壊危険区域 

  ⑶ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第１項又は第５条第１項に規定する 

許可がなされる見込みがない農地の区域 

  ⑷ 森林法(昭和２６年法律第２４９号)第２５条又は２５条の２の規定により指定 

された保安林の区域 

⑸ 法第１２条の４第 1項第 1号に掲げる地区計画を定めた区域 

⑹  法第５３条の規定に基づく建築の許可が必要な区域。ただし、「山形市都市計画 

道路見直し計画」(平成２９年３月策定)において、廃止候補路線又は幅員縮小候補 

路線のうち現道に合わせて縮小する路線に定められている区間番号の区域内の区

域は、この限りでない。 

（対象者） 

第３条 この規準で対象とする者（以下「対象者」という。）は、次のいずれかに該当

する者とする。 

 ⑴ 農業者 

 ⑵ 農業者で組織する団体 

 ⑶ 農業協同組合 

 ⑷ その他市長が特に必要と認める者 

（建築物の用途等） 

第４条 この規準で認められる建築物の用途は、次表のいずれかに該当する用途とする。 

用途 

畜産食料品製造業の用に供する建築物 

水産食料品製造業の用に供する建築物 

野菜缶詰又は果実缶詰製造業の用に供する建築物 

農産保存食料品製造業の用に供する建築物 

動植物油脂製造業の用に供する建築物 



砂糖製造業の用に供する建築物 

配合飼料製造業の用に供する建築物 

一般製材業の用に供する建築物 

倉庫業の用に供する建築物 

炊飯施設（学校給食指定委託を受けるものに限る） 

２ 予定建築物で処理、貯蔵又は加工されるもの（以下「加工品等」という。）は、次

のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 加工品等の原材料は、農産物、林産物又は水産物（以下「農産物等」という。）

であること。 

 ⑵ 農産物等は主として山形市の市街化調整区域内で生産されたものであること。 

３ 予定建築物は自己の業務の用に供する（建築物の所有者と設置運営者が同一であり、

かつ、当該建築物内において継続的に自己の業務に係る経済活動が行われることをい

う。）ものとする。 

（敷地の面積） 

第５条 予定建築物の敷地面積は、利用形態等からみて合理的なものであることとする。 

 （事前説明） 

第６条 申請者等は、山形市開発指導要綱の規定に基づき、開発周辺に影響をおよぼす

おそれのあるものについては、事前に当該開発区域周辺の住民に対して説明会を開催

し、当該開発行為について同意を得るよう努めるものとする。 

 （その他） 

第７条 山寺の一部又は蔵王温泉の一部内の予定建築物の外壁及び屋根の色彩につい

ては、 山形市景観計画（平成３１年４月策定）で定める景観形成基準に基づき、景

観類型別色彩基準に適合するものであること。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この運用基準は、平成２９年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この運用基準が施行される前に、法第３４条第４号又は令第３６条第１項第３号イ

に該当し、法に基づく許可を受けた建築物については、当該建築物の敷地面積を拡張

する場合を除き、この基準は適用されないものとする。 

   附 則 

 この運用基準は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この運用基準は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用基準は、令和３年１月１日から施行する。 


